
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年４月25日

【四半期会計期間】 第32期第２四半期（自　平成28年１月１日　至　平成28年３月31日）

【会社名】 株式会社フード・プラネット

（旧会社名　株式会社アジェット）

【英訳名】 Food Planet,Inc.

（旧英訳名　ＡＧＥＴ　Ｉｎｃ．）

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　アンドリュー・ネイサン

【本店の所在の場所】 東京都港区赤坂一丁目11番28号

（平成27年11月９日より、本店所在地　東京都港区西新橋二丁目７番４号が

上記のように移転しております。）

【電話番号】 ０３（４５７７）８７０１（代表）

【事務連絡者氏名】 執行役員　丹藤　昌彦

【最寄りの連絡場所】 東京都港区赤坂一丁目11番28号

【電話番号】 ０３（４５７７）８７０１（代表）

【事務連絡者氏名】 執行役員　丹藤　昌彦

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

　（注）　平成27年11月９日開催の臨時株主総会の決議により、平成27年11月９日から会社名を上記のとおり変更いたし

ました。

 

EDINET提出書類

株式会社フード・プラネット(E02468)

四半期報告書

 1/24



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第31期

第２四半期連結
累計期間

第32期
第２四半期連結
累計期間

第31期

会計期間

自平成26年
10月１日
至平成27年
３月31日

自平成27年
10月１日
至平成28年
３月31日

自平成26年
10月１日
至平成27年
９月30日

売上高 （千円） 400,618 9,676 519,410

経常損失（△） （千円） △56,618 △163,726 △137,231

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △52,356 △222,587 △132,751

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △52,356 △222,587 △132,751

純資産額 （千円） 267,447 △35,534 187,053

総資産額 （千円） 302,852 96,234 214,227

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）
（円） △0.97 △3.97 △2.41

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 88.3 △36.9 87.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △21,709 △124,885 △121,471

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △0 △7,672 700

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 111,550 － 111,550

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 278,264 46,644 179,202

 

回次
第31期

第２四半期連結
会計期間

第32期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成27年
１月１日
至平成27年
３月31日

自平成28年
１月１日
至平成28年
３月31日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △0.44 △2.45

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．１株当たり四半期（当期）純損失金額は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額で

あるため、記載しておりません。

５．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純損失」としておりま

す。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社連結子会社である株式会社アジェットクリエイティブで事業運営してお

りました「小規模分譲型ソーラー（出力50kW未満の太陽光発電システム）に関する設備機器販売及び設置工事の請負

事業」について、事業の廃止を決議いたしました。

 

　なお、第１四半期連結会計期間において、新たに展開予定の飲食事業の管理のため、当社全額出資の子会社である

株式会社マグノリアベーカリー・ジャパンを設立しました。これに伴い、子会社が１社増加し、平成28年３月31日現

在、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社フード・プラネット）及び子会社３社により構成

されております。

　また、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）セグメント情報」の「報告セグセグメントの変更等に関す

る事項」をご参照ください。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクは、次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

継続企業の前提に関する重要事象等

　当社グループは、継続して営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しており、当第２四半期連結

累計期間においても営業損失163,466千円及び営業キャッシュ・フローのマイナス124,885千円を計上しておりま

す。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

 

過年度の不適切な会計処理に関する影響について

　当社は、第三者委員会による調査の結果、平成26年９月期において不適切な会計処理が行われたことが判明した

ため、平成28年２月４日付で過年度決算の訂正を行いました。これを受け、株式会社東京証券取引所より、当社の

内部管理体制等について重大な不備があると認められ、その改善の必要性が極めて高いことから、平成28年３月17

日付で特設注意市場銘柄に指定されております。

　今後、特設注意市場銘柄指定解除に向けて、第三者委員会による再発防止のための提言に沿って内部管理体制等

の改善に取り組んでまいりますが、特設注意市場銘柄指定から１年後に内部管理体制状況について記載した「内部

管理体制確認書」を東京証券取引所へ提出し、その審査を受けた結果、内部管理体制等に問題があると認められた

場合には、原則として当社株式は上場廃止となります。ただし、今後の改善が見込まれる場合には、特設注意市場

銘柄指定が継続され６ヵ月間改善期間が延長されます。なお、特設注意市場銘柄指定中であっても、内部管理体制

等の改善の見込みがなくなったと認められる場合には当社株式は上場廃止となります。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績の分析

　当第２四半期連結累計期間（自 平成27年10月１日 至平成28年３月31日）における我が国の経済は、政府による経

済政策や日本銀行の金融緩和策を背景に、企業収益や雇用情勢が回復基調にあるものの、原油価格の下落や株式市場

の低迷、中国をはじめとするアジア新興国等の景気の下振れ懸念等もあり、景気の先行きについては依然不透明な状

況が続いております。

　このような状況下、当社は、平成27年９月７日、株式会社レッド・プラネット・ジャパンと資本業務提携契約を締

結し、同契約に基づき新たにフード事業を進める予定でした。しかしながら、平成27年11月９日付「臨時株主総会の

議決権行使結果並びに第三者割当による新株式及び新株予約権の発行の中止、これに係る有価証券届出書の取下げに

関するお知らせ」で開示のとおり、平成27年11月９日開催の当社臨時株主総会において、第三者割当による新株式発

行に関する議案及び第三者割当による新株予約権発行に関する議案が否決され、予定していた資金調達が中止となっ

たことから、計画通りにフード事業を展開することができない状況が続いており、当初予定していたマグノリアベー

カリー２店舗の出店中止を余儀なくされております。

　他方、株式会社アジェットクリエイティブによる「小規模分譲型ソーラー（出力50kW未満の太陽光発電システム）

に関する設備機器販売及び設置工事の請負事業」に関しましては、フード事業を当社の基幹事業としていく計画で

あったことから、平成28年２月15日付で事業の廃止を決議しており、また、株式会社デザート・ラボによる「セルフ

サービス型ソフトクリームショップの店舗運営及びＦＣ事業」に関しましては、第１四半期連結会計期間と同様、季

節柄、主力商品であるソフトクリームの売上は延びず、新たなＦＣ契約の獲得には至りませんでした。

 

　なお、当社は、平成27年12月３日付「当社及び当社連結子会社における会計処理の妥当性に関する調査のための第

三者委員会設置に関するお知らせ」及び平成28年１月20日付「第三者委員会の調査報告書受領に関するお知らせ」で

開示のとおり、当社連結子会社における平成26年９月期の売上計上の一部が適正でない旨の第三者委員会による調査

の結果を受け、平成28年２月４日付で、平成26年９月期及び平成27年９月期第１四半期、第２四半期、第３四半期決

算の訂正を行いました。当該売上計上は、上場廃止基準を潜脱するために行われた虚偽のものと認められたため、過

年度決算の訂正においてこれを取り消した結果、当社は上場廃止基準（平成26年９月期の売上高１億円未満）に抵触

することとなったほか、売上計上の妥当性に関する日本取引所自主規制法人からの照会に対しても、当社が虚偽の回

答を行っていたことから、当社の株式は平成28年３月17日をもって特設注意市場銘柄に指定され、かつ、当社は、株

式会社東京証券取引所から上場契約違約金として1,440万円の支払を求められております。

　さらに、平成28年３月29日付で、金融庁長官より、課徴金（納付すべき課徴金の金額金600万円）についての審判

手続開始決定通知書を受領し、同通知書に記載の課徴金に係る金融商品取引法第178条第１項第４号に掲げる事実及

び納付すべき課徴金の額を認める旨の答弁書を金融庁に提出しております。

 

　以上の結果、フード事業を推進するために採用した人員の人件費、上記第三者委員会による調査に要した費用、過

年度決算の訂正に要した費用、上場契約違約金、課徴金、マグノリアベーカリーの出店中止に伴う費用等が発生した

ことから、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高9百万円（前年同四半期比97.6％減）、営業損失163百万円

（前年同四半期営業損失55百万円）、経常損失163百万円（前年同四半期経常損失56百万円）、親会社株主に帰属す

る四半期純損失222百万円（前年同四半期親会社株主に帰属する四半期純損失52百万円）となりました。

　なお、第１四半期連結会計期間より、当社グループは、「飲食事業」の単一セグメントに変更したため、セグメン

ト別の記載を省略しております。
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(2)財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は96百万円となり、前連結会計年度末に比べ117百万円減少しており

ます。これは主に、有形固定資産が15百万円増加した一方、現金及び預金が132百万円減少したものであります。

　負債合計は131百万円となり、前連結会計年度末に比べ104百万円増加しております。これは主に、未払金の増加

によるものであります。

　純資産合計につきましては、△35百万円となり、前連結会計年度末に比べ222百万円減少しております。これは主

に、四半期純損失222百万円の計上に伴い、利益剰余金が減少したためであります。

 

(3)キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、前年同期に比べ

231百万円減少し、46百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における営業活動で使用した資金は、124百万円（前年同期は21百万円の使用）となり

ました。これは主に、税金等調整前四半期純損失220百万円、未払金の増加69百万円等があったことによるものであ

ります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における投資活動で使用した資金は、7百万円（前年同期は0百万円の使用）となりま

した。これは主に、短期貸付金の増加4百万円、有形固定資産の取得による支出3百万円等があったことによるもの

であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において、財務活動で使用又は獲得した資金はありませんでした（前年同期は111百万

円の獲得）。
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(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

当社グループは、継続して営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しており、当第２四半期連結

累計期間においても営業損失163,466千円及び営業キャッシュ・フローのマイナス124,885千円を計上しておりま

す。

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

当社グループは、当該事象を解消・改善すべく、前連結会計年度に行ってきた対策を踏まえ、引き続き以下の対

策を実行してまいります。

①収益基盤の確立

　収益基盤の確立を実現することが最大の課題と考え、新規事業等による新たな収益基盤の確保を目指してまい

ります。

②コスト削減

　当社における経費を必要最低限のものに見直し、コストの大幅削減を実行してまいります。

③財務体質の強化と安定

　新規事業等による新たな収益基盤の確保を目指すためには、財務体質の強化と安定が必要不可欠であるため、

投資家等と資金調達の協議を積極的に行ってまいります。

④管理会計の体制強化

　新規事業等による新たな収益基盤の確保を目指すことによるリスク対策として、新規事業等の進捗状況を随時

的確に把握する必要があると考えております。そのため、管理会計を強化すると共に予算管理の徹底を図り、予

算との乖離が生じた場合には早期の検討が可能な体制を構築してまいります。

 

　また、当社は、外部より連結子会社の売上計上の妥当性に関する指摘を受け、当社と利害関係を有しない外部の

専門家による第三者委員会を設置し調査した結果、誤謬があることについて認識し、過年度の有価証券報告書等を

訂正いたしました。

　当社は、第三者委員会の調査報告書で提言されたコーポレートガバナンスの改善、組織体制の改善、コンプライ

アンス意識の改善を行い、再発防止に取り組んでまいります。

 

(5)研究開発費

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 196,498,400

計 196,498,400

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年４月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 56,124,600 56,124,600
　　東京証券取引所

　　市場第二部

　単元株式数

　　　 100株

計 56,124,600 56,124,600 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年１月１日～

平成28年３月31日
－ 56,124,600 － 1,867,599 － 798,456

（注）平成26年９月４日提出の有価証券届出書に記載しました「第一部 証券情報　第１ 募集要項　５ 新規発行による

手取金の使途　（２）手取金の使途　(b)本新株予約権の発行および行使により調達する資金の具体的な使途と支

出予定時期」について、下記のとおり、平成26年11月14日、平成26年12月29日、平成27年４月24日、平成27年９月

１日、平成27年10月７日及び平成28年２月15日に変更が生じております。なお、当該変更箇所については下線＿で

示しております。

 

平成26年11月14日付　変更前

具体的な使途 金額 支払予定時期

アジェットクリエイティブによる太陽光事業の強化に

伴う事業資金
211,100千円 平成26年10月～平成27年３月

 

平成26年11月14日付　変更後

具体的な使途 金額 支払予定時期

未定 211,100千円 未定
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平成26年12月29日付　変更前

具体的な使途 金額 支払予定時期

未定 211,100千円 未定

 

平成26年12月29日付　変更後

具体的な使途 金額 支払予定時期

借入金及び借入利息返済 101,461千円 平成26年12月29日

未定 109,638千円 未定

 

平成27年４月24日付　変更前

具体的な使途 金額 支払予定時期

未定 109,638千円 未定

 

平成27年４月24日付　変更後

具体的な使途 金額 支払予定時期

3社のデューデリジェンス費用 3,000千円 平成27年４月30日

未定 106,638千円 未定

 

平成27年９月１日付　変更前

具体的な使途 金額 支払予定時期

未定 106,638千円 未定

 

平成27年９月１日付　変更後

具体的な使途 金額 支払予定時期

当社運転資金 106,638千円 平成27年10月～平成28年９月

 

平成27年10月７日付　変更前

具体的な使途 金額 支払予定時期

当社運転資金 106,638千円 平成27年10月～平成28年９月

 

平成27年10月７日付　変更後

具体的な使途 金額 支払予定時期

当社運転資金 45,933千円 平成27年10月～平成28年１月

マグノリアベーカリー出店費用等 60,705千円 平成27年10月～平成27年11月上旬

 

平成28年２月15日付　変更前

具体的な使途 金額 支払予定時期

当社運転資金 45,933千円 平成27年10月～平成28年１月

マグノリアベーカリー出店費用等 60,705千円 平成27年10月～平成27年11月上旬
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平成28年２月15日付　変更後

具体的な使途 金額 支払予定時期

当社運転資金 45,933千円 平成27年10月～平成28年１月

マグノリアベーカリー出店費用等 6,642千円 平成27年10月～平成27年11月

マグノリアベーカリーの出店中止に伴う費用等 32,880千円 平成28年２月～平成28年５月（予定）

未定 21,181千円 未定

 

 

（６）【大株主の状況】

  平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社レッド・プラネット・

ジャパン
東京都港区赤坂１丁目７番１号 17,562,300 31.29

株式会社りく・マネジメント・

パートナーズ
東京都港区西新橋２丁目７番４号 1,684,000 3.00

MONEX BOOM SECURITIES(H.K.)

LIMITED-CLIENTS' ACCOUNT

25/F.,AIA TOWRER,183 ELECTRIC

ROAD,NORTH POINT,HONG KONG
1,304,100 2.32

SIX SIS LTD
BASLERSTRASSE 100,CH-4600 OLTEN

SWITZERLAND
1,050,000 1.87

INTERACTIVE BROKERS LLC
ONE PICKWICK PLAZA GREEN

WICH,CONNECTICUT 06830 USA
782,700 1.39

CBHK-PHILLIP SEC(HK)LTD-CLIENT

MASTER

10/F,TWO HARBOURFRONT,22 TAK FUNG

STREET,HUNG HOM,KOWLOON,HONG KONG
697,200 1.24

佐渡　純治 埼玉県草加市 692,100 1.23

金田　広能 神奈川県鎌倉市 673,300 1.20

谷口　元一 東京都港区 621,900 1.11

永野　恭章 千葉県松戸市 434,100 0.77

計 － 25,501,700 45.44
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　300
－ －

完全議決権株式（その他）（注） 普通株式 56,123,400 561,234 －

単元未満株式 普通株式　　　　900 － －

発行済株式総数 56,124,600 － －

総株主の議決権 － 561,234 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。

　　　また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社フード・

プラネット

東京都港区赤坂１丁

目11番28号
300 － 300 0.00

計 － 300 － 300 0.00

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年１月１日から平

成28年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年10月１日から平成28年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東京第一監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 179,202 46,644

受取手形及び売掛金 13,279 －

原材料及び貯蔵品 347 317

未収入金 11,349 13,764

立替金 130 1,489

その他 3,721 6,203

貸倒引当金 △5,689 △5,689

流動資産合計 202,340 62,730

固定資産   

有形固定資産   

建物 － 11,100

減価償却累計額 － △410

建物（純額） － 10,689

工具、器具及び備品 － 4,701

減価償却累計額 － △359

工具、器具及び備品（純額） － 4,341

有形固定資産合計 － 15,031

無形固定資産   

ソフトウエア 45 34

無形固定資産合計 45 34

投資その他の資産   

投資有価証券 5,820 5,820

破産更生債権等 137,086 137,086

差入保証金 6,020 12,617

その他 1,800 1,800

貸倒引当金 △138,886 △138,886

投資その他の資産合計 11,840 18,437

固定資産合計 11,886 33,504

資産合計 214,227 96,234
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 588 319

未払金 15,947 122,182

未払法人税等 7,140 5,151

その他 3,498 4,115

流動負債合計 27,174 131,768

負債合計 27,174 131,768

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,867,599 1,867,599

資本剰余金 798,456 798,456

利益剰余金 △2,478,894 △2,701,481

自己株式 △108 △108

株主資本合計 187,053 △35,534

純資産合計 187,053 △35,534

負債純資産合計 214,227 96,234
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 400,618 9,676

売上原価 367,821 2,790

売上総利益 32,797 6,885

販売費及び一般管理費 ※ 88,682 ※ 170,352

営業損失（△） △55,885 △163,466

営業外収益   

受取利息 22 18

持分法による投資利益 802 －

雑収入 9 12

営業外収益合計 834 31

営業外費用   

支払利息 1,008 －

貸倒引当金繰入額 559 －

創立費償却 － 291

その他 0 －

営業外費用合計 1,567 291

経常損失（△） △56,618 △163,726

特別利益   

現金受贈益 7,279 －

特別利益合計 7,279 －

特別損失   

出店違約金 － 19,398

上場違約金 － 14,400

課徴金 － 6,000

固定資産減損損失 － 17,308

特別損失合計 － 57,106

税金等調整前四半期純損失（△） △49,338 △220,833

法人税、住民税及び事業税 3,017 1,753

法人税等合計 3,017 1,753

四半期純損失（△） △52,356 △222,587

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △52,356 △222,587
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年３月31日)

四半期純損失（△） △52,356 △222,587

四半期包括利益 △52,356 △222,587

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △52,356 △222,587

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △49,338 △220,833

減価償却費 11 781

減損損失 － 17,308

貸倒引当金の増減額（△は減少） 559 －

受取利息及び受取配当金 △22 △18

支払利息 1,008 －

売上債権の増減額（△は増加） 38,474 13,279

たな卸資産の増減額（△は増加） △53 29

仕入債務の増減額（△は減少） △1,264 △268

持分法による投資損益（△は益） △802 －

未収入金の増減額（△は増加） 1,210 △2,415

未払金の増減額（△は減少） 2,399 69,869

その他 △4,151 910

小計 △11,968 △121,357

利息及び配当金の受取額 18 18

利息の支払額 △6,330 －

法人税等の支払額 △3,428 △3,545

営業活動によるキャッシュ・フロー △21,709 △124,885

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 － △3,342

短期貸付金の増減額（△は増加） － △4,039

その他 △0 △291

投資活動によるキャッシュ・フロー △0 △7,672

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） △98,449 －

新株予約権の行使による株式の発行による収入 210,000 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 111,550 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 89,840 △132,558

現金及び現金同等物の期首残高 188,424 179,202

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 278,264 ※ 46,644
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　当社グループは、継続して営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しており、当第２四半期連結

累計期間においても営業損失163,466千円及び営業キャッシュ・フローのマイナス124,885千円を計上しておりま

す。

　当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　当社は、当該状況を解消するために、具体的な施策として以下の経営計画を実施してまいります。

　① 収益基盤の確立

　収益基盤を確立することが最大の課題と考え、新規事業等による新たな収益基盤の確保を目指してまいりま

す。

　② コスト削減

　当社における経費を必要最低限のものに見直し、コストの大幅削減を実行してまいります。

　③ 財務体質の強化と安定

　新規事業等による新たな収益基盤の確保を目指すためには、財務体質の強化と安定が必要不可欠であるため、

投資家等と資金調達の協議を積極的に行ってまいります。

　④ 管理会計の体制強化

　新規事業等による新たな収益基盤の確保を目指すことによるリスク対策として、新規事業等の進捗状況を随時

的確に把握する必要があると考えております。そのため、管理会計を強化すると共に予算管理の徹底を図り、予

算との乖離が生じた場合には早期の検討が可能な体制を構築してまいります。

 

　また、当社は、外部より連結子会社の売上計上の妥当性に関する指摘を受け、当社と利害関係を有しない外部の

専門家による第三者委員会を設置し調査した結果、誤謬があることについて認識し、過年度の有価証券報告書等を

訂正いたしました。

　当社は、第三者委員会の調査報告書で提言されたコーポレートガバナンスの改善、組織体制の改善、コンプライ

アンス意識の改善を行い、再発防止に取り組んでまいります。

 

　上記の施策を着実に実行することにより、当社グループを再構築し、経営基盤の安定化を目指してまいります

が、引き続き財務体質の強化と安定を図る必要があり、また、安定的な事業収益を確保するまでに至っていないこ

となどから、現時点において継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を四半期

連結財務諸表には反映させておりません。
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（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　当第２四半期連結会計期間における、連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更はありません。

　なお、第１四半期連結会計期間において、株式会社マグノリアベーカリー・ジャパンを新たに設立したため、連結

の範囲に含めております。

 

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平

成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非

支配株主持分への表示変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び

前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。
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（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年10月１日
　　至 平成27年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年10月１日
　　至 平成28年３月31日）

給料及び手当 11,972千円 37,764千円

役員報酬 16,240 25,003

支払手数料 15,031 47,404

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年10月１日
至 平成27年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年10月１日
至 平成28年３月31日）

現金及び預金勘定 278,264千円 46,644千円

現金及び現金同等物 278,264 46,644

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成27年３月31日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

２. 株主資本の金額の著しい変動

　当社が平成26年９月30日に発行しました第７回新株予約権の全ての権利行使が完了した結果、前連結会計年

度末に比べ資本金が108,500千円、資本準備金が108,500千円増加し、当第２四半期連結会計期間末において、

資本金1,867,599千円、資本準備金798,456千円となっております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年10月１日　至　平成28年３月31日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

２. 株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成27年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結損益計
算書計上額
（注２） デザートラボ事業 太陽光事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 10,554 390,063 400,618 － 400,618

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 10,554 390,063 400,618 － 400,618

セグメント利益又は

損失（△）
△13,321 19,181 5,859 △61,744 △55,885

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△61,744千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用は主にグ

ループ管理部門に係る費用であります。

　　　２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年10月１日　至　平成28年３月31日）

　　当社グループは単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（報告セグメントの変更等に関する事項）

　当社グループは、従来、デザートラボ事業（株式会社デザート・ラボによる、セルフサービス型ソフトク

リームショップの店舗運営及びFC事業）と太陽光事業（株式会社アジェットクリエイティブによる、小規模

分譲型ソーラーに関する設備機器販売及び設置工事の請負事業）の２つのセグメントとしておりましたが、

第１四半期連結会計期間において太陽光事業の新規営業活動を行っていないことから、「太陽光事業」のセ

グメントを廃止いたしました。なお、平成28年２月15日開催の取締役会において、太陽光事業の廃止を決議

しております。

　また、株式会社レッド・プラネット・ジャパンとの資本業務提携契約のもと新たな飲食事業に取組んでい

くことになり、当社グループの事業展開、経営管理体制の実態等の観点から、当該飲食事業とデザートラボ

事業を一体的な事業と捉えることが合理的であると判断し、「飲食事業」の単一セグメントに変更いたしま

した。

　この変更により、当社グループは、単一セグメントとなることから、当第２四半期連結累計期間のセグメ

ント情報の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年10月１日
至　平成27年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年10月１日
至　平成28年３月31日）

(1）１株当たり四半期純損失金額 0円97銭 3円97銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（千

円）
52,356 222,587

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（千円）
52,356 222,587

普通株式の期中平均株式数（株） 54,199,574 56,124,300

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であるため記載しており

ません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年４月25日

株式会社フード・プラネット

取締役会　御中
 

東 京 第 一 監 査 法 人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 江口　二郎 　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松島　圭一　 印

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フー
ド・プラネットの平成27年10月１日から平成28年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年１月
１日から平成28年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年10月１日から平成28年３月31日まで）に係る四
半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結
キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フード・プラネット及び連結子会社の平成28年３月31日現在
の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
強調事項
　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続して営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナ
スを計上しており、当第２四半期連結累計期間においても営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上してい
る。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については
当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の
影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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